
 

1 

SGEC 規準文書 4-1: 2026 

SGEC 規準文書 4-１: 2026 

 

 

SGEC EUDR デュー・デリジェンス・システム（SGEC 

EUDR DDS）実施のための要求事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

規格文書名：SGEC 規準文書 4-1: 2026 

承認者：SGEC/PEFC ジャパン理事会 

策定年月日：2026 年〇月〇日 

施行年月日：2026 年〇月〇日 

 

 

SGEC 規格の公式言語：日本語 



 

2 

SGEC 規準文書 4-1: 2026 

目次 

序文………………………………………………………………………………………………… 4    

はじめに…………………………………………………………………………………………….6                                                                 

1. 適用範囲  ------------------------------------------------------------------------------------9  

2. 引用文書 -----------------------------------------------------------------------------------11  

3. 用語と定義 ---------------------------------------------------------------------------------.12 

4. SGEC EUDR デュー・デリジェンス・システム（DDS）要求事項  -----------------24 

4.1 全般的事項  

4.2 マネージメント・システムに関する追加要求事項   

4.3 投入原材料の確認に関する追加要求事項  

4.4 生産品の宣言に関する追加要求事項  - 

5. 情報の収集  -------------------------------------------------------------------------------29 

        5.1 一般的事項  

6. リスク評価  -------------------------------------------------------------------------------32 

        6.1 一般的事項 

    6.2 関連製品が、2020 年 12 月 31 日以降に森林減少および森林劣化が発生した

活動に由来しているリスクの評価 

        6.3 関連製品が、生産国の関連法令に準拠していない活動に由来するリスクの評価 

       6.4 関連製品が森林の木材または非木質林産品の生産能力及び森林の各種サービス 

持続可能性を維持できない活動に由来するリスク、または、長期的に持続可能な 

水準を超える収穫に由来するリスク、あるいは、遺伝子組換え樹木が利用される 

リスクの評価 

         6.5 サプライチェーン段階において、森林及び樹木産原材料が、問題のある出処あ

るいは EUDR を遵守していない供給源からのものと混合されるリスクの評価 

7. 根拠のある懸念  --------------------------------------------------------------------------40 

8. リスクの軽減  ---------------------------------------------------------------------------- 44 

8.1 全般的事項 

8.2 追加情報、データ、文書の要求   

8.3 監査    

8.4 是正措置  

9.  DD ステートメントの提出及び公表  ---------------------------------------------------47 

9.1  DD ステートメントの提出   

9.2  PEFC デュー・デリジェンス・システム（DDS）報告及び公表 

9.2  DDS 報告書及び公表   



 

3 

SGEC 規準文書 4-1: 2026 

10. 市場への出荷の停止  -------------------------------------------------------------------- 50 

 

付属書 1（規範的）  EUDR 付属書 2 に基づくデュー・デリジェンス(DD)ステートメン

ト 

の 内 容 …………………………………………………………………….51

付属書 2（規範的）EUDR 2025/2650 附属書 3 に基づく、零細または小規模第一次オペレ

ーター向け簡易申告の内容……………………………………………………………………….52 

 

付属書 3（参考）：EU 域外に拠点を置く SGEC COC 認証組織が、SGEC EUDR DDS 規格 

を導入する際の責任の概要……………………………………………………………………….53 

 

参考文献…………………………………………………………………………………………… 56 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

4 

SGEC 規準文書 4-1: 2026 

 

序文 

一般社団法人緑の循環認証会議（以下「SGEC/PEFC ジャパン」という。）は、森林管理と 

COC 認証、及び森林及び森林外樹木産品のラベル制度を通じて持続可能な森林管理の促進 

を図る日本国内に適用される認証制度を管理する機関である。 

 

SGEC 規準文書４は、SGEC 国産認証産品について規定したもので、主に日本国内を適用

対象としているが、PEFC－COC 国際規格（PEFC ST2002:2020)に準拠し、PEFC 評議会

の相互承認を受けていることから国際市場において PEFC 国際認証産品として主張し流通

することが可能となっている。 

 

2023 年 5 月 31 日の欧州議会及び理事会規則(EU) 2023/1115「森林減少及び森林劣化に関

連する特定の産品及び製品の EU 市場への出荷市及び EU からの輸出に関する規則、ならび

に規則(EU) No 995/2010（EUTR）を廃止する規則）（以下、「欧州デフォレステーション・

フリー規則（EUDR）」、EUDR、または規則と称する）は、2023 年 6 月 29 日に発効した。

EUDR 規則は、2024 年 12 月 19 日の欧州議会及び理事会規則(EU) 2024/3234、および 2025

年 12 月 19 日の欧州議会及び理事会規則(EU) 2025/2650 によってさらに改正された。 

 

EUDR の目的は、規則の適用範囲に含まれる産品から製造された製品が、以下のすべての

条件を満たさない限り EU 市場に出荷され、EU 市場で利用可能にされ、または輸出されな

いようにすることである。 

デフォレステーション・フリー製品であること 

生産国の関連法規に従って生産されていること 

関連データ及び証拠を伴う DD ステートメントまたは簡易申告の対象となっていること 

。 

 

PEFC EUDR DDS モジュール規格 ST-MO 2002-1:2026 は、PEFC COC 認証取得組織が既

存の PEFC COC 認証範囲に追加できるオプションのモジュール規格として、2024 年に初

めて発効された。これは、EUDR への準拠を示すための取り組みを支援するものである。 

 

同規格は、規則(EU) 2025/2650 によって導入された改正を反映し、PEFC EUDR DDS 認

証の確実性と信頼性を向上させ、PEFC の最新の文書構造に整合させるために改正され、

PEFC ST-MO 2002-1:2026 として発効された。 
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以上の状況に対応し SGEC/PEFC ジャパン は、PEFC ST-MO 2002-1:2026 を踏まえ、

SGEC- COC 組織が 欧州市場に SGEC 認証製品の主張を PEFC に変換して輸出する場合

に EUDR へ準拠できるよう、既存の認証範囲に加えることができる追加的かつ任意の規格

として、この SGEC 規準文書 4-1: 2026 を策定した。 
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はじめに 

本規格、SGEC 規準文書 4-1:2026 は、PEFC ST-MO 2002-1:2026「EUDR に適合したデュ

ー・デリジェンス・システム（PEFC EUDR DDS）の実施のためのモジュール規格」を踏

まえ策定されたものであり、SGEC 組織が EUDR（欧州森林減少規制）への準拠を実証で

きるよう支援するための要求事項を定めている。 

 

本文書は単独の規格ではなく、SGEC-COC 規格と併せて任意に使用されるモジュール規格

である。 

 

SGEC EUDR DDS は、SGEC-COC 規格で規定されているデュー・デリジェンス・システ

ムと整合するように策定されている。本規格は、関連製品が SGEC-COC 規格で定義される

問題のある出処に由来するリスク、または EUDR で定義される非適合製品であるリスクに

対処するものであり、その対象は、原産地からサプライチェーン全体に及ぶ。これには、

EUDR の要件を超える SGEC の問題のある出処の定義の要素も含まれる。 

 

このモジュール規格に基づいて認証された SGEC-COC 認証取得者は、SGEC-EUDR 主張

を用いて、必要な情報を入手し、デュー・デリジェンスを実施した結果、当該製品が問題の

ある出処から供給された、または規格に適合していない製品であるリスクがない、あるいは

極小であると判断されたことを示すものである。 

 

SGEC の公示認証機関は、このモジュールに基づき、組織に対する第三者適合性評価審査を

実施するが、コンプライアンス（法令遵守）に関する責任は各組織が負い、また、関連製品

が EUDR に適合しているかどうかを判断する責任は EU 加盟国が指定する管轄当局が負う。 

 

このモジュール規格を実施することにより、SGEC の COC 認証取得者は、環境と社会的責

任へのコミットメントを強化するだけでなく森林減少と森林劣化を食い止めるという世界

的な目標にも貢献する。 

 

 

適用される要求事項 

 

SGEC EUDR DDS 規格（SGEC 規準文書４-1:2026）は、森林および森林外樹木由来のサプ

ライチェーンに関与する組織は、その所在地、種類、規模を問わずあらゆる組織が利用可能

である。 
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EU 域内に拠点を置き、EUDR の対象となる組織の場合、適用される要求事項は、組織の種

類（零細または小規模一次事業者、オペレーター、下流オペレーター、またはトレーダー）

および規模区分（SME か否か）によって異なる。SGEC EUDR DDS モジュール規格では、

各要求事項において、該当する組織の種類や規模区分を明記することで、こうした区別を反

映させている。表 2 には、組織の種類ごとに求められる主な追加義務の概要が示されてい

る。 

 

一方、EU 域外に拠点を置き、EUDR の直接の対象ではないものの、取り扱う製品が EU 市

場向けサプライチェーンの一部を構成している組織については、組織の種類や規模区分に

かかわらず、本モジュール規格が適用される。 

 

表 1: 欧州連合内に設立された組織に対する PEFC EUDR DDS の主要な追加義務の概要 

 章 主要な追加義務 
適用される組織のタイ

プ 

4 項＊ 

認証機関が実施する予告なし審査に際して、必要に応じ

て協力を行うこと。 

PEFC EUDR DDS 認証のモニタリング・評価システム

に基づく活動を行う PEFC 評議会（PEFC Council）ま

たは PEFC 認可団体に対し、必要に応じて協力を行うこ

と。 

PEFC から求められた場合、PEFC データベースに必要

な情報を登録すること。 

制裁手続きの対象となった場合、または法的調査の対象

となった場合には、直ちに認証機関へ通知すること。 

すべての組織 

4.2 項及び

8.1 項 

マネージメントレベルでコンプライアンス責任者を任

命し、この任命をリスク管理実践に含める＊＊ 
非 SME オペレーター 

5.1 項 

該当する場合は、供給業者から提供されたデュー・デリ

ジェンス・ステートメントの参照番号または申請番号を

収集し、保管する 

いずれかのオペレータ

ーから直接供給を受け

る、下流オペレーターま

たはトレーダー 

8.1 項 
内部方針、統制、および手順を検証するための独立した

監査機能を確立する＊＊ 
非 SME オペレーター 

9.1 項  
関連製品を EU 市場に出荷または輸出する前に、デュ

ー・デリジェンス・ステートメントを提出する 
非 SME オペレーター 
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9.1 項 
該当する場合は、関連製品を EU 市場に出荷または輸出

する前に、一回限りの簡易申告書を提出する＊＊ 

零細及び小規模第一次

オペレーター 

9.2 項 PEFC EUDR DDS に関する年次報告書を公表する＊＊ 非 SME 

9.3 項 
関連製品を EU 市場に出荷または利用可能にする前、あ

るいは輸出する前に、EU 情報システムに登録する 

非 SME 下流オペレータ

ーあるいは非 SME トレ

ーダー 

* EU 域外の組織にとって、義務の面で生じる唯一の変更は、マネージメント・システムに

関するものである。それ以外の点では、EUDR の改正や簡素化は、EU 域外の組織による

「PEFC EUDR DDS」の運用には影響を及ぼさない。 

** これらの義務は、改正前の EUDR においても既に存在していたが、改正後の EUDR で

は、その義務を履行すべき組織の範囲が変更されている。 
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1. 適用範囲 

本規格は、SGEC-COC 認証組織が、SGEC スキームを活用して SGEC 認証原材料/製品を

PEFC 主張に変換して EU 市場に輸出する場合に、EUDR に準拠し「PEFC-EUDR 主張」

を行うためのデュー・デリジェンス・システム(DDS)実施の手順を規定している。なお、

EUDR 規則遵守の責任は、全面的に組織にある。 

 

本規格は、各組織が自身の役割に応じて EUDR 上の義務を果たすことを支援するとともに、

サプライチェーン内の他の組織が、自主的に SGEC-EUDR DDS を導入し、PEFC-EUDR

主張を伝達できるようにすることを目的としている。これには、EUDR 上、当該製品に関

するデュー・デリジェンスの実施が義務付けられていないオペレーターやトレーダー、ある

いは EU 市場で製品を販売していない組織も含まれる。このような場合、追加される要求事

項はあくまで SGEC 認証の要求事項であり、EUDR の下での当該組織の法的な役割や義務

を変更するものではない。 

 

本規格は、SGEC が認める COC 認証を申請中、または既に取得している組織が、任意に導

入できるモジュール規格である。 

 

組織は、PEFC-EUDR 主張を行う前に、自身の SGEC COC 認証の適用範囲を拡大し、「SGEC 

EUDR DDS モジュール規格」を含めなければならない。 

 

本規格が適用される SGEC 製品グループについては、SGEC 規準文書 4:2021 の第 7 章およ

び付属書 1 に規定されている「SGEC COC DDS」に替え、「SGEC EUDR DDS」を使用し

なければならない。組織が SGEC COC DDS と SGEC EUDR DDS の双方を使用する場合、

製品グループごとに、どちらの DDS を適用するかを明確に定めなければならない。また組

織は、本規格が適用されるSGEC製品グループに組み込まれるすべての対象製品について、

SGEC 認証原材料であるか否かにかかわらず、必ず SGEC EUDR DDS のプロセスを経て、

「リスクなし」または「極小リスク」という結果が得られるようにしなければならない。 

 

本規格には、マネージメント・システム、投入原材料の特定、生産品の宣言、および根拠の

ある懸念に関する追加の定義や要求事項が含まれている。SGEC の COC 規格におけるその

他の適用可能な要求事項は、引き続き有効である。 

 

本規格に基づく認証は、EUDR の遵守に関する法的確認や検証を構成するものではない。

本認証は、あくまでこの規格が定める要求事項への適合性について、第三者による保証を提
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供するものである。EUDR の遵守に関する法的責任は、EU 域内に拠点を置き、かつ EUDR

の適用対象となる組織が単独で負う。 

 

本規格内で EUDR の条文が引用される場合、括弧内に「EUDR」と記載し、続いて条番号、

および該当する場合は項番号または項の記号を併記する（例：EUDR 第○条、第○項また

は記号）。 
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2. 引用文書 

以下の引用文書は、本規格の適用に不可欠なものである。日付のある引用文書及び日付のな

い引用文書のいずれについても、それらの最新版（改正を含む）が適用される。 

 

・SGEC 規準文書４:2021「森林及び森林外樹木産品の COC-要求事項」 

・PEFC ST 2002:2020「森林及び森林外樹木産品の COC-要求事項」 

・PEFC ST-MO 2002-1:2026 「PEFC EUDR デュー・デリジェンス・システム（PEFC EUDR  

DDS）実施のための要求事項」 

 

・森林減少及び森林劣化に関連する特定の産品及び製品の欧州連合（EU）市場における利

用可能化並びに EU からの輸出に関する、2023 年 5 月 31 日付欧州議会及び理事会規則

(EU) 2023/1115（規則(EU) No 995/2010 を廃止し、規則(EU) 2024/3234 及び規則(EU) 

2025/2650 により改正されたもの。以下「EUDR」という。） 

・適用開始日に関する規定について規則(EU) 2023/1115 を改正する、2024 年 12 月 19 日

付欧州議会及び理事会規則(EU) 2024/3234 

・事業者及びトレーダーの特定の義務について規則(EU) 2023/1115 を改正する、2025 年

12 月 19 日付欧州議会及び理事会規則(EU) 2025/2650 

・木材及び木材製品を市場に投入する事業者の義務を定める、2010 年 10 月 20 日付欧州議

会及び理事会規則(EU) No 995/2010（以下「EUTR」という。） 

・森林減少及び森林劣化に関連する特定の産品及び製品の EU 市場における利用可能化並

びに EU からの輸出に関する規則(EU) 2023/1115 に基づく情報システムの運用に関す

る、2024 年 12 月 4 日付欧州委員会実施規則(EU) 2024/3084（欧州委員会実施規則(EU) 

2026/1565 により改正されたもの） 

・2026 年 7 月 13 日付欧州委員会実施規則(EU) 2026/1565 デュー・デリジェンス声明の提

出、零細または小規模な一次事業者のための簡素化された申告、緊急時対応措置、および

情報システムの利用を簡素化するためのその他の措置に関し、実施規則(EU) 2024/3084

を改正する 2026 年の規則 

・関連産品および関連製品のリストに関し、欧州議会および理事会規則(EU) 2023/1115 を

改正する、2026 年 7 月 13 日付の欧州委員会委任規則(EU) 2026/210 
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3. 用語と定義 

 

以下の用語と定義は、EUDR から直接引用したものである。このモジュール規格の定義が

SGEC 規準文書 4 の定義と異なる場合、このモジュール規格の定義が優先される。 

この規格においては EUDR および SGEC 規準文書４:2021 の定義に記載されている用語と

定義は太字で表示されている。 

 

3.1 農業プランテーション 

果樹プランテーション、アブラヤシプランテーション、オリーブ果樹園、樹木被覆下

で作物を栽培するアグロフォレストリーなど、農業生産システムにおいて樹木を伴う

土地。樹木以外の関連するすべての産品のプランテーションを含む。農業用プランテ

ーションは「森林」の定義から除外されている。(EUDR 2.6） 

 

3.2 農業利用 

農業用プランテーション、農業用休耕地、家畜の飼育地を含む、農業目的の土地利用。

(EUDR 2.5） 

 

3.3 授権代理人 

EUDR に基づくオペレーターまたはトレーダーの義務に関して、オペレーターまたは

トレーダーから、特定の業務に関してその代理を務めるよう書面による委任を受けた

EU に設立された自然人または法人。(EUDR 2.22） 

 

3.4 管轄当局 

EUDR から生じる義務を履行する責任を負う欧州加盟国が指定する当局。  

(EUDR 2.32） 

 

3.5 生産国  

関連製品の生産に使用される、または関連製品に含まれる関連産品が生産された国ま

たは地域。(EUDR 2.24） 

注：生産国については定義 3.33 も参照のこと。生産国とは、原材料が収穫された国

を指す。 

 

3.6 国別リスクレベル 

その国で生産された関連製品が EUDR の第 3 条 a 項に適合していないリスクにつ
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いて、欧州委員会が各国に割り当てるリスクレベル（高リスク、低リスク、標準リス

ク）。（EUDR29）  

注 1：EUDR 第 3 条 a は、デフォレステーション・フリーを意味する 

注 2：木材を原料とする関連製品については、欧州委員会によるリスク割り当ては森 

   林減少と森林劣化の両方をカバーする。  

注３：非木質関連産品（天然ゴムなど）の場合、欧州委員会によるリスクの割り当て

は森林減少のみを対象としている 

注４ 場合によっては、欧州委員会によるリスク割り当ては、国全体ではなく、国の

特定の地域に適用されることがある 

注 5：欧州委員会による国別リスク評価は、こちらから確認できる。 

 

3.7 申告識別番号  

EU 情報システムが、一回限りの簡易申告書の提出、または EU 法もしくは加盟国法 

に基づいて設置されたシステムもしくはデータベースを通じて必要な情報を入手し 

た後に、零細または小規模第一次オペレーターに割り当てる固有の番号。 

 

3.8 森林減少 

人為的か否かを問わず、森林の農業利用への転換。(EUDR 2.3） 

 

3.9 デフォレステーション・フリー 

デフォレステーション・フリーとは： 

(a)2020 年 12 月 31 日以降、森林減少の対象となっていない土地で生産された関連産

品を含むか、或いはそれらを使用し生産された関連製品 

(b)木材を含むか、または木材を使用した関連製品の場合、その木材が 2020 年 12 月

31 日以降、森林劣化をもたらすことなく森林から伐採されたものであること。 

(出典：EUDR 2.13） 

注１ : 木質関連製品の場合、デフォレステーション・フリーとは、2020 年 12 月 31

日以降、森林減少および/または森林劣化をもたらすことなく生産された関連製品

を意味する。 

注２：非木質関連製品 (天然ゴムなど)の場合、デフォレステーション・フリーとは、 

関連製品が 2020 年 12 月 31 日以降に森林減少の対象となっていない土地で 

生産されたことを意味する。  

 

3.10 下流オペレーター  

商業活動の過程で、デュー・リジェンス・ステートメント（DD）ステートメントまた 
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は簡易申告の対象となっている関連製品のみを用いて製造された関連製品を、市場に 

出荷しまたは輸出する自然人または法人。（EUDR 2.15ｂ） 

例： 

EU 域内の森林所有者が原木（CN 4403）を伐採し、EU 域内の製材所に販売する。販売

時に森林所有者が原木を所有している場合、森林所有者はオペレーター（適用条件を満

たす場合は零細または小規模第一次オペレーター）に該当する。製材所が、その申告対

象の原木から製材品（CN 4407）を製造して EU 市場に出荷する場合、製材所は下流オ

ペレーターに該当する。 

EU 域外の林業会社が原木を EU の木材輸入者に販売する。原木を自由流通に移す EU

輸入者はオペレーターであり、当該原木を対象とする DD ステートメントを提出する。

その後、EU 域内の製材所が当該原木を購入して製材品を製造し、EU 市場に出荷しまた

は輸出する場合、当該製材所は下流オペレーターに該当する。 

製材所が原木を別の関連製品に加工せず単に転売する場合、通常は下流オペレーターで

はなくトレーダーに該当する。製材所が自ら原木を輸入し加工する場合、同じ会社が輸

入原木についてはオペレーター、製材品については下流オペレーターとなり得る。これ

らの区別は、欧州委員会の 2026 年 EUDR ガイダンスに従う。 

 

3.11 デュー・デリジェンス（DD）・ステートメント 

零細または小規模第一次オペレーター以外のオペレーターと定義される組織が、関連 

製品の EUDR 適合に対する責任を負って EU 情報システムに提出し、管轄当局が利用 

できるようにしなければならない文書。 

 

3.12 輸出 

EU 商品の輸出： 

1. EU の関税領域外に持ち出される EU 商品は、輸出の手続きに付さなければならな 

い。 

2. 第 1 項は、以下の EU 商品には適用しない 

a. 域外加工手続きに付された商品 

b. 特定用途手続きに付された後、EU の関税領域外に持ち出される商品 

c. 航空機または船舶の仕向け地にかかわらず、航空機用または船舶用物資として、 

付加価値税（VAT）または物品税を免除されて引き渡される商品（当該引き渡し 

を証明する書類を要するものに限る。） 

 d. 域内通過手続下に置かれた商品 

e. 第 155 条に基づき、EU の関税領域外へ一時的に移動される商品 

（出典：規則(EU) No 952/2013、第 269 条(1)および(2)） 
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注：規則(EU) No 952/2013 第 270 条に規定される「再輸出は、EUDR の適用範囲外 

である。ここでいう再輸出とは、当該商品または当該製品が「EU 商品」としての 

地位を取得しておらず、例えば再輸出申告を行うことなどを経て、EU の関税領 

域外へ搬出されることを指す。 

 

3.13 EU 情報システム  

組織が DD ステートメントを提出するため、欧州委員会が構築し管理する情報システ

ム。この情報システムには、欧州委員会が定義するその他の機能を含むこともある。

(EUDR 33） 

 

 

3.14 EUDR 根拠のある懸念 

EUDR に準拠していないとする客観的かつ検証可能な情報に基づく正当な理由のある 

申し立てで、管轄当局の介入が必要となる可能性があるもの。 

注１：根拠のある懸念とは、第三者（自然人または法人）による懸念だけではなく、組

織自体からの懸念も含む（EUDR 31.1） 

注 2：EUDR 根拠のある懸念は、関連製品、または組織自体に対して提起することが

可能である  

注 3：EUDR 根拠のある懸念は、まだ EU 市場に出荷されていない関連製品、EU 市

場へ出荷あるいは EU からの輸出目的で生産された関連製品、またはすでに EU 

市場に投入されているか EU 市場から輸出されている関連製品に対し提起する

ことが可能である（EUDR 2.31） 

 

3.15 森林 

   森林とは、面積が0.3ヘクタール以上、樹高が5メートル以上、樹冠被覆率が30％以上の 

   森林と定義され、認証の対象となる森林は、森林法に基づく森林計画の対象森林であ 

   る。 

   具体的には、森林法第2条に規定する森林のうち、同法7条の2に規定する国有林野及び 

   森林法第5条に規定する地域森林計画の対象森林（自然的、経済的及び社会的条件又 

   は周辺の土地利用の態様からみて森林として利用することが不適当と認められる民有林 

   を除く）がSGEC FM認証の対象となる。 

 

    注：森林法第二条 

    第二条 この法律において「森林」とは、左に掲げるものをいう。但し、主として農地又は住宅地若

しくはこれに準ずる土地として使用される土地及びこれらの上にある立木竹を除く。 
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     一 木竹が集団して生育している土地及びその土地の上にある立木竹 

     二 前号の土地の外、木竹の集団的な生育に供される土地 

 

3.16 森林劣化 

森林被覆の構造的な変化を意味し、以下の転換の形態：  

(a) 原生林または天然林からプランテーション森林またはその他樹木地への転換。 

(b) 原生林から人工林への転換。 

(EUDR 2.7） 

 

3.17 地理的位置情報 

土地のプロットの地理的位置情報は、少なくとも 1 緯度及び 1 経度単位の緯度及び

経度の座標を、小数 6 桁で表示する。４ヘクタール以上の土地区画については、それ

ぞれの土地区画の周囲を描く適切な緯度、経度による多角形で示さなければならない。 

 

注 1：この定義は、本規格の適用範囲に合わせて調整されている。（EUDR 2.28） 

注 2：零細または小規模第一次オペレーターと定義される組織の場合、関連製品に含

まれる、または関連製品の製造に使用される関連原材料が生産されたすべての土地の

郵便先住所を提供することで、位置情報の要求事項を満たすことができる。 

（EUDR 4 a） 

 

3.18 商業活動の過程において 

加工目的、商業的または非商業的消費者への流通目的またはオペレーター、下流オペ

レーターまたはトレーダー自身の事業における使用。 (EUDR 2.19） 

 

3.19 市場において利用可能にすること 

   商業活動の一環として、有償か無償かを問わず、EU 市場での流通、消費、使用のた 

   めに関連製品を供給すること。 (EUDR 2.18)  

 

3.20 加盟国 

EUDR が適用される EU 加盟国 

 

 3.21 零細または第一次小規模オペレーター 

欧州議会及び理事会指令 2013/34/EU の第 3 条(1)および第 3 条(2)第 1 項にそれぞれ 

規定する自然人、零細企業、または小規模企業であって、EUDR 第 29 条に従って低 

リスク国に分類される国に設立され、商業活動において、自ら当該国に所在の関連す 
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る土地で栽培、収穫、取得、または飼育した関連製品を市場に出荷し、または輸出す 

るオペレーターで、その法的形態は問わない。これには、指令 2013/34/EU 第 3 条第 

1 項および第 2 項第 1 段落に規定される 3 つの基準のうち少なくとも 2 つの基準の上 

限を超えている事業者であっても、当該会計年度における貸借対照表総額、純売上高、 

および平均従業員数のうち、関連する産品および製品に関連する部分が、これらの基 

準のうち少なくとも 2 つの基準の上限を超えていないことを証明できるオペレーター 

が含まれる。（EUDR 2.1 5 a） 

 

3.22 天然林 

天然林は人工林以外の森林をいう。天然林は育成天然林と 天然生林とに区分される。

育成天然林は天然更新によって遷移する森林であるが後継稚樹が不足する部分への

「苗木の植栽」や「地表をかき起こし」など一部に人為的な作業を加えた森林であり、

天然生林は天然更新したあらゆる遷移の段階において人手の加わらない森林である。 

 

3.23 極小リスク 

   適用される SGEC EUDR DDS の要求事項に従って実施されたリスク評価により特定 

されるリスク水準であって、関連製品が問題のある出処に由来すること、当該製品自 

体が不適合製品であること、またはサプライチェーン段階で出処不明の関連製品、問 

題のある出処に由来する原材料若しくは不適合製品と混合されていることについて懸 

念の理由がないことを示すもの。（EUDR 2.26） 

 

3.24  EUDR に準拠していない製品 

  EUDR 第 3 条に準拠していない関連製品 

  注 1:  EUDR 第 3 条では、関連産品および関連製品は、以下の条件がすべて満 

たされない限り、EU 市場に出荷したり、提供したり、輸出してはならないと規定さ

れている。 

  (a) デフォレステーション・フリーであること。 

  (b)  生産国の関連法規に従って生産されていること。 

  (c)  EUDR の関連規定に基づき、DD ステートメントまたは簡易申告の対象となって 

いる 

  注 2:  EUDR 第 3 条の c 項は、オペレーターまたはトレーダーによって EU 市 

   場に出荷され、または EU 市場から輸出される関連製品にのみ適用されます 

   (EUDR 3) 

 

3.25 非 PEFC-EUDR 
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  PEFC EUDR DDS を実施しておらず、PEFC-EUDR 主張が付されていない関連製品を 

対象とする原材料カテゴリー。 

 

3.26 非 SME 

中小企業（SME）、零細企業(Micro), 小規模企業(Small), 中規模企業(Medium Sized 

Enterprise) に分類されない企業（本規格の定義 3.42 を参照）。 

  注 : この定義は加盟国に設立された組織に適用される。 

   

3.27 オペレーター 

商業活動の過程で、関連製品を EU 市場に出荷するか、EU 市場から輸出する自然人ま 

たは法人 

(EUDR 2.15） 

注 1： 組織は、サプライチェーンにおける立ち位置に応じて、オペレーター、下流オ 

ペレーター、またはトレーダーのいずれか（あるいはそれらを兼ねるもの）とし 

て機能し得る。 

注 2：零細または小規模な第一次オペレーターは、オペレーターのサブカテゴリーであ

る。 

例： 

EU 域内に拠点を置く林業会社が、自社所有の森林から樹木を伐採し、その原木を製材 

所に初めて販売する場合。この林業会社は、商業活動の一環として原木を EU 市場に供 

給することで、関連製品を市場に出荷していることになり、したがってオペレーターに 

該当する。 

EU 域内の木材会社が、EU 域外の国で伐採された原木を購入し、それを EU 域内に輸 

入して EU 域内の製材所に販売する場合。この企業は、税関申告において輸入者として 

特定され、原木を自由に流通させるための申告を行い、当該原木を初めて EU 市場 

に利用可能にすることになるため、オペレーターに該当する。 

 

3.28 組織 

自らの目標を達成するため，責任，権限および関係を伴う独自の機能をもつ個人又はグ

ループ。 

注 1： 本規格において、組織は、SGEC EUDR DDS をその適用範囲に含む SGEC COC 

認証を申請中、または既に取得している状態で、本規格の要求事項を実施する者。本規 

格において「組織」という用語は、あらゆる種類の組織（EU 域外の組織、オペレータ 

ー、下流ペレーター、またはトレーダー）を指す 

注 2：EUDR における「オペレーター」、「下流オペレーター」、および「トレーダー」 
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の定義における、「者」とは、自然人、法人、または法人格を有さないものの、EU 法も

しくは国内法に基づき法律行為を行う能力を有すると認められる人々の集団を指す。

（EUDR 2.20） 

 

     3.29 その他樹木地 

   農業用地または都市用地として優先的に使用されている土地を除き、面積が 0.5 ヘク 

  タールを超え、樹高が 5 メートルを超え、樹冠被覆率が 5% ～ 10% である森林とし

て分類されない土地、または樹木のみでその生育地でこの基準に達するか、あるいは低

木、灌木及び樹木の合計面積が 10% を超える森林として分類されていない土地 

（EUDR 2.12） 

 

3.30  PEFC 認可団体  

PEFC 理事会から PEFC スキームの運営を委託された機関。 

 

注：認可団体は、当該国で活動する PEFC 国別管理団体（PEFC NGB）か、PEFC 理 

事会から PEFC スキームの運営を委託された他の機関のいずれかでる。 

 

3.31  PEFC 国別管理団体（PEFC NGB） 

PEFC NGB は、それぞれの国において PEFC システムを開発・実施するために設立 

された独立した国内組織である。PEFC NGB の一覧と連絡先は、PEFC ウェブサイト 

に掲載されている。 

 

3.32  PEFC-EUDR 主張 

関連製品が SGEC EUDR DDS を経て、リスクなしまたは極小リスクという結果とな 

ったことを、組織が販売及び納入書類上で「PEFC-EUDR」として宣言すること。こ 

の主張の接頭辞は、常に PEFC ST 2002 の 3.27 に定義される PEFC 主張、すなわ 

ち「100% PEFC Origin」、「X% PEFC Certified」または「PEFC Controlled 

sources」と併用しなければならない。 

例：PEFC-EUDR 100% PEFC Origin、PEFC-EUDR X% PEFC certified、または 

PEFC-EUDR PEFC controlled sources。 

注：PEFC-EUDR 主張は、関連製品に含まれる SGEC 認証原材料の割合にかかわら 

ず、その主張が指す関連製品の全体に対して常に適用される。PEFC-EUDR 主張が 

付された関連産品／製品の構成原材料のすべてが本規格に適合している必要がある。 

すなわち、トレーサビリティが確保され、合法であり、デフォレステーション・フ 

リーであり、かつ、出処不明の原材料や規格に適合しない原材料が一切混入してい 
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ないことが求められる 

 

3.33  PEFC EUDR の原材料カテゴリー  

  関連製品の原材料カテゴリー、つまり PEFC EUDR と非 PEFC EUDR 

注 組織は、SGEC 規準文書４:2021 と SGEC EUDR DDS 規格の両方に従って原材料 

を分類しなければならない。  

 

3.34  SGEC EUDR デュー・デリジェンス・システム（SGEC EUDR DDS） 

組織が実施する手順及び措置、すなわち情報収集、リスク評価及びリスク軽減の枠 

組みであって、関連製品が問題のある出処に由来すること、不適合製品であるこ 

と、またはサプライチェーン段階で問題のある出処に由来する原材料若しくは不適 

合製品と混合されることのリスクを低減するもの。さらに、SGEC EUDR DDS に 

は、根拠のある懸念及び EUDR の根拠のある懸念、DD ステートメント及び簡易申 

告書の提出、市場への出荷禁止、管轄当局への報告、並びに問題のある出処に由来 

する可能性があるまたは不適合製品である可能性がある関連製品を EU 市場に出荷 

し、EU 市場で利用可能にし、または輸出しない責任に関する要求事項が含まれる。 

注: 各組織は、個々の取引において自らが担う役割に適用される EUDR 上の義務を

特定し、それを遵守する責任を全面的に負う。 

  

3.35 PEFC-EUDR  

SGEC EUDR DDS を認証範囲に含む SGEC 認証書の対象である供給者によって 

「PEFC-EUDR 主張」とともに納入される関連製品をカバーする原材料カテゴリー 

 

3.36  SGEC が認めるデュー・デリジェンス・システム（DDS） 

SGEC が認めるデュー・デリジェンス・システムとは、以下のいずれかのシステムを

指す。 

a) SGEC 規準文書４:2021 に規定されている SGEC COC DDS 

b) SGEC 規準文書４-1:2026 に規定されている SGEC EUDR DDS 

 

3.37  EU 市場へ出荷  

関連産品または製品を最初に EU 市場で利用可能にすること (EUDR 2.16)  

注：「EU 市場への出荷とは、「利用可能にすることの特定の形態であり、対象となる個々

の関連産品または製品が初めて EU 市場に供給されることを指す。その後、同一の製品

が EU 市場において再び供給される場合は、「利用可能にすること」には該当するが、

「出荷」には該当しない。例えば、EU 域内の森林所有者が伐採した丸太を製材所に初
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めて販売する場合、その森林所有者は当該丸太を EU 市場に「出荷」したことになる。

製材所がその丸太を加工して製材品とし、それを販売する場合、製材所は新たな関連製

品を EU 市場に「出荷」することになる。一方、その製材品を加工することなく転売す

る木材問屋は、当該木材を EU 市場において「利用可能にしている」に過ぎない。 

 

3.38 プランテーション森林 

  木材、繊維、エネルギーのための短伐期プランテーションなど集約的に管理され、植 

   栽時及び林分成熟時に 1 または 2 種類の樹種、均等な齢級、一定の間隔という基準の 

   全てを満たす人工林。生態系の保護や回復のために植林された森林、および植林や播 

   種によって育成され、成熟段階で自然に再生する天然林に類似している、または類似 

  するであろう森林は除外される。 

(EUDR 2,11） 

 

3.39 人工林  

  植栽や挿し木による樹種又は人工下種の対象樹種の立木材積（又は本数）の割合が 

50％以上を占めるものをいう。 

 

3.40 土地の区画 

生産国の法律で認められる単一の所有地内にある土地であって、当該土地で生産され 

る関連産品に関する森林減少及び森林劣化の総合的なリスク水準を評価できる程度に 

十分均質な条件を備えたもの。（EUDR 2.27） 

その土地で生産される関連製品に関関する森林減少及び 森林劣化のリスク総量の評

価を可能にするのに十分な条件を持つ、生産国の法律で認められた一つの所有地内の

土地。(EUDR 2,27） 

 

3.41 原生林  

  人間の活動の痕跡がはっきりと目に見えず、生態学的プロセスが大きく妨げられていな 

   い、在来樹種が自然に更新されている森林。(EUDR 2,8） 

 

3.42 生産  

関連する土地区画で、牛に関しては施設で育成、収穫、取得、または飼育されたもの。

(EUDR 2.14） 

 

3.43  参照番号 

オペレーターが、DD ステートメントを提出した後に EU 情報システムから取得する
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番号。 

注１: EU 参照番号は、DD ステートメントの番号のことである 

注２: 関連製品を EU 市場に出荷または輸出するオペレーター（ただし、零細または 

小規模第一次オペレーターを除く）として定義される組織のみが、参照番号を取得で 

きる 

 

3.44 関連産品 

牛、ココア、コーヒー、アブラヤシ、ゴム、大豆、木材を意味する。(EUDR 2.1） 

注：関連産品リストが EU により変更された場合は、その変更による 

 

3.45 生産国の関連法規 

生産地の法的位置づけに関して、生産国で適用される法律：  

a) 土地使用権 

b) 環境保護 

c) 木材伐採に直接関係する森林管理及び生物多様性保全を含む森林関連規則 

d) 第三者の権利 

e) 労働者の権利 

f) 国際法で保護される人権 

g) 先住民の権利に関する国連宣言に規定されているものを含む、自由な、事前の、か 

つ情報に基づく同意 (FPIC)の原則 

h) 税、腐敗防止、貿易、関税に関する規制 

 (EUDR 2.40） 

 

3.46 関連製品 

EUDR 附属書 I に記載されている製品であって、関連産品を含むもの、関連産品を飼 

料として与えられるもの、または関連産品を使用して製造されたもの。（EUDR 2.2） 

注 1：EUDR の附属書 1 は、欧州委員会によって定期的に改正される 

注 2：本規格の適用範囲は、森林及び森林外樹木産原材料及びこれら原材料から製造 

された関連製品に限定される 

 

3.47 重大リスク 

適用される SGEC EUDR DDS の要求事項に基づくリスク評価により特定されるリス 

クのレベルであって、関連製品が問題のある出処に由来していること、当該製品自体 

が不適合製品であること、またはサプライチェーンのレベルで出処不明の関連製品、 

問題のある出処に由来する原材料若しくは不適合製品と混合されていることについて 
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懸念の原因があることを示すもの。（EUDR 2.26） 

 

3.48 簡易申告書  

「零細」または「小規模」第一次オペレーターと定義される組織が、EU 情報システム 

に提出し、管轄当局が利用可能な文書。この文書を提出する組織は、当該製品が EUDR 

を遵守していることについて責任を負わなければならない。 

注 1： 簡易申告とは、EUDR 第 4a 条に規定される、1 回限りの申告を指す。これは 

1 回限り提出されるものである。オペレーターは、提供した情報に重大な変更が生じ 

た場合、その簡易申告を更新することができる。   

  注 2：簡易申告に含めるべき情報は、EUDR の附属書 III および本規格の付属書 2 に 

規定されている 

 

3.49 SME 

   「零細・中小企業（SME）」とは、欧州議会及び理事会指令 2013/34/EU の第 3 条第 

  1 項、第 3 条第 2 項第 1 段落、及び第 3 条第 3 項に規定される意味における零細、中 

  小規模の事業体を指す。なお、その法的形態は問わない。（EUDR 2.30） 

注：この定義は、EU 加盟国に設立された組織に適用される。  

  

3.50 トレーダー 

    オペレーターまたは下流オペレーター以外のサプライチェーンに属するであって、商 

業活動の過程で関連製品を EU 市場で入手可能にする者。（EUDR 2.17） 

注 1：SME であるか否かによって、トレーダーに課される要求事項は異なる 

注 2：一つの組織が、サプライチェーンにおける立ち位置に応じて、オペレーター、下 

流オペレーター、またはトレーダーの役割を同時に担う場合がある 

 

3.51 廃棄物 

廃棄、または廃棄する予定、あるいは廃棄する必要がある物質または物体 

（指令 2008/98/EC 3.1; EUDR 附属書 I） 
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4. SGEC EUDR デュー・デリジェンス・システム (DDS) 要求事項 

4.1 全般的事項 

 

4.1.1  組織は、調達する関連製品が、問題のある出処または不適合製品に由来する、ある 

いはサプライチェーンの段階でそれらと混ざるリスクを最小限に抑えるため、SGEC EUDR 

DDS を運用しなければならない。 

 

4.1.2 組織は、製品グループレベルで、SGEC EUDR DDS または SGEC COC DDS のいず

れの DDS を実施するか明らかにしなければならない。 

 

4.1.3 組織は、この SGEC EUDR DDS を通じ、SGEC EUDR DDS 製品グループに投入さ

れるあらゆる原材料のリスクがなし、または極小リスクという結果になることを、COC 方

式を実施する前に確認しなければならない。(EUDR 4.1) 

 

4.1.4 組織は、以下の 3 つのステップにより SGEC EUDR DDS を実施しなければならな

い。 

a) 情報の収集（本規格第５章） 

b) リスク評価（本規格第６章） 

c) 該当する場合、リスクの軽減（本規格第８章） 

(EUDR 8.2) 

注：本規格の導入は任意である。ただし、組織が導入を選択した場合には、EUDR における

当該組織の役割にかかわらず、4.1.4 項に規定された 3 つのステップが SGEC 認証の要求事

項として適用される。これには、EUDR の下で DDS の実施を義務付けられていない、サプ

ライチェーン上の下流オペレーターやトレーダーも含まれる。また、EUDR 第 10 条および

第 11 条に基づくリスク評価・リスク低減義務の対象外とされることが多い零細または小規

模第一次オペレーターも含まれる（ただし、不遵守のリスクを示す関連情報がある場合はこ

の限りではない）。これらの SGEC の追加要求事項を満たすことで、これら組織は PEFC-

EUDR 主張を行い、伝達することが可能となる。なお、これらの要求事項は、EUDR の下

で当該組織が負う法的義務を変更するものではない。 

 

4.1.5 以上に加え、組織は以下の手順を完了しなければならない 

a) 根拠のある懸念 (本規格第７章) 

b) 必要に応じて、DD ステートメント（零細または小規模第一次オペレーター以外

のオペレーターの場合）または一回限りの簡易申告書（零細または小規模第一次 
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オペレーターの場合）に EU 情報システム（第 9.1 項）を通じて提出する。 

注：EUDR 附属書Ⅲに記載されているすべての情報が、EUDR 第 33 条に規定される情報

システム（EU 情報システム）以外の、EU 法または加盟国法に基づくシステムもしくはデ

ータベースにおいて利用可能である場合、零細または小規模第一次オペレーターは、EUDR

第 4a(2）に基づく一度限りの簡易申告書を提出する義務を負わない（EUDR 4a 条第 4 項に

基づく） 

c) 組織が非 SME と定義される場合、デュー・デリジェンス・システムについて 

毎年公表する（第 9.2 項）。 

d) 非 SME トレーダーまたは非 SME 下流オペレーターとして EU 情報システムに 

登録する（第 9.3 項）。 

e) 出処不明の原材料、問題のある出処に由来する原材料または不適合製品を市場 

に出荷しない（第 10 章）。 

 

4.1.6 組織は、該当する場合、4.4 及び第 5 章に基づき要求される情報を SGEC 顧客に提 

供しなければならない。 

  

4.1.7 組織は、SGEC EUDR DDS を少なくとも年に 1 回、また結果に影響を与える可能性

のある新たな展開や情報の変化を認識した場合にはレビューを行い、必要に応じて DDS の

変更を行わなければならない。 (EUDR 12.2) 

 

4.1.8 オペレーター、下流オペレーターまたはトレーダーと定義される組織は、EUDR に基

づく義務を管轄当局が遂行するにあたり、必要なあらゆる支援を提供しなければならない。

これには、当局による施設への立ち入りを認めることや、SGEC EUDR DDS に関連するす

べての文書および記録を利用可能な状態にすることが含まれる。(EUDR、4.6) 

 

4.1.9 組織は、認証機関が実施する事前通知なしの審査において、必要に応じて、必要な支

援を提供しなければならない。 

 

4.1.10 組織は、SGEC EUDR DDS 認証のモニタリング・評価システムに基づく活動を実施

するにあたり、PEFC 評議会または SGEC/PEFC ジャパンに対し、以下を含む必要な支援

を提供しなければならない。 

a）PEFC からの求めに応じ、審査報告書に加え、認証活動に関連するデータを提供す 

  る 

注：PEFC は、提供すべき関連データを明記した実施文書を公表する予定。 

例：関連データには、調達した PEFC 認証原材料および非認証原材料の年間数量、PEFC 認
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証原材料および／または PEFC 管理原材として販売された原材料の数量、PEFC-EUDR 主

張を付して販売された原材料の数量、調達している主要な樹種、および調達国などが含まれ

得る。 

b) 審査の際、PEFC 評議会事務局のスタッフまたは SGEC/PEFC ジャパンのスタッフ 

がオブザーバーとして参加することを認める。 

c) 施設への立ち入りを許可する。 

d) SGEC EUDR DDS に関連するすべての文書および記録を利用可能な状態にする。 

こうした協力は、PEFC、組織、および認証機関の間での事前の合意および調整に基 

づくものとする。 

 

4.1.11 組織は、PEFC がモニタリングおよび評価活動を実施できるように、PEFC 評議会ま

たは SGEC/PEFC ジャパンの求めに応じて、認証活動に関連するデータを PEFC データベ

ースに登録しなければならない。 

注：提供すべきデータを規定する、PEFC が公表する実施文書には、その目的、アクセス／

公表に関する規則、データの保持、訂正プロセス、およびセキュリティ上の保護措置につい

ても記載される。 

 

4.1.12 組織は、EUDR、本規格、または SGEC または PEFC 認証全般の遵守に影響を及ぼ

し得る制裁手続きや法的調査の対象となった場合、直ちに認証機関に通知しなければなら

ない。 

 

4.2 マネージメント・システムに対する追加的要求事項 

 

4.2.1 組織は、その COC 管理システムの下で、SGEC EUDR DDS を実施するための書面

による手順を策定しなければならない。 組織の SGEC EUDR DDS 手順は最新の状態に

維持されなければならない。 (EUDR 12.1) 

 

4.2.2 非 SME オペレーターとして定義される組織は、スタッフメンバーの中から EUDR 

コンプライアンス責任者を指名しなければならない。(EUDR 11.2a) 

注: EUDR コンプライアンス責任者は、組織の SGEC COC 認証 (SGEC 規準文書４:2021 

の要求事項 4.3.1.2）の責任者と同一人物にすることができる。 

   

4.2.3 組織は、SGEC EUDR DDS に関連する各関連製品について、すべての文書を少なく

とも 5 年間保管しなければならない。オペレーターの場合、この 5 年間の期間は、当該製

品が市場に投入された日または輸出された日から起算するものとする。文書には、第 5 章、
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第 6 章、および第 8 章に規定されるすべての記録、措置、および手順に加え、本規格で求

められるその他の記録が含まれていなければならない。 

（EUDR 9.1、12.2、および 12.5） 

 

4.3 投入原材料の確認に関する追加要求事項 

 

4.3.1.組織は、SGEC EUDR DDS が適用される関連製品に使用される投入材料について、

その納入の都度、SGEC 規準文書４:2021 の 5.1.1 に示されている文書に加えて、以下を確

保しなければならない。 

a) 関連製品の数量を特定するための供給者からの以下の情報。 

     i  EU 市場に出荷または輸出する関連製品の場合、数量は正味質量キログラムで表 

示され、該当する場合は理事会規則 (EEC) No 2658/87(20)の付属書 I に定めら 

れた 補足単位(示された HS コードに対して)で表示される 

あるいは、  

        ii それ以外の場合はすべて、数量は正味質量、該当する場合は体積、もしく 

    は、個数で表されなければならない、補足単位は、DD ステートメントで参照 

         する HS コードの小見出しについて一貫して定義されている場合に使用できる 

（EUDR 9.1b） 

   ｂ）PEFC 主張に加え、各 PEFC 主張製品に対する特別な PEFC EUDR 主張 

   ｃ) SGEC EUDR DDS を適切に実施するため必要な情報 

 

4.3.2  PEFC-EUDR 主張を付して納入される関連製品について、組織は PEFC ウェブサイ

ト上で以下の事項を確認しなければならない。 

a) 供給者が、SGEC EUDR DDS をその適用範囲に含む SGEC 認証を保有してい 

ること。 

b) 当該関連製品が SGEC EUDR DDS の適用範囲に含まれていること。 

 

4.3.3  組織は、SGEC EUDR DDS が適用される SGEC 製品グループの投入各関連製品に

ついて、SGEC 規準文書 4:2021 に規定されている原材料カテゴリーに加え、以下の PEFC 

EUDR DDS 原材料カテゴリーに従って当該製品を分類しなければならない。 

a) PEFC-EUDR 

b) 非 PEFC-EUDR 

 

4.4 生産品の宣言に関する追加要求事項 
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4.4.1 組織は、SGEC 顧客に対して「PEFC-EUDR 主張」を行う SGEC 製品グループから

の製品について、以下の文書を提供しなければならない： 

a) 以下の関連製品の量: 

 i. EU 市場に出入りする関連製品の場合、数量は正味質量キログラムで表示され、該 

  当する場合は理事会規則 (EEC) No 2658/87(20)(示された HS コードに対して）の  

  付属書 I に定められた補足単位で表示される。 

ii その他のすべての場合、数量は正味質量または、該当する場合は体積若しくは個数

で表さなければならない。補足単位は、DD ステートメントで参照する HS コード

のすべての該当し得る小見出しについて一貫して定義されている場合、または簡易

申告書の一部として提供される場合に使用しなければならない。 

（EUDR 9.1b） 

ｂ）適用される PEFC 主張に加えて、各 PEFC 主張製品に対する PEFC-EUDR 主張 

c) 組織がオペレーターとして定義されている場合は、DD ステートメントの参照番 

号、組織が零細または小規模第一次オペレーター定義されている場合は、申告番号 

d) 必要に応じて、顧客が適切に SGEC EUDR DDS を実施するために必要な追加情報  

(5.1.1 も参照) 
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5. 情報の収集 

5.1 全般的事項 

 

5.1.1  PEFC-EUDR として分類される関連製品については、オペレーターとして定義され 

る組織、または欧州連合域外に拠点を置く組織は、供給者から、または森林から直接対象製 

品を入手する場合は、以下の情報を入手し、記録を保持しなければならない。 

    a) 関連製品の商品名および種類を含む説明。木材を含む、または木材を使用して製造 

された関連製品の場合は、樹種の一般名および学名も記載しなければならない。製品説 

明には、製品に含まれる、または製品の製造に使用された関連産品または関連製品の 

リストを含めなければならない。（EUDR 9.1(a)） 

b) 関連製品および該当する場合はその一部の収穫国 ( EUDR 9,1c、EUDR 2.14) 

（EUDR 9.1(ｃ)、EUDR 2.24) 

注：本規格において、「生産国」とは収穫国を意味する。 

    c) 関連製品が生産されたすべての土地区画の地理的位置情報。零細または小規模の第 

一次オペレーターの場合、地理的位置情報の代わりに土地の郵便番号を用いること 

ができる。（EUDR 9.1(e)、EUDR 2.28） 

d) 生産日または生産期間（EUDR 9.1(d)および EUDR 2.14） 

注：本規格において、「生産」とは「収穫」を意味する。 

e) 関連製品の供給元である企業または個人の名前、住所、および電子メール アドレス。 

 (EUDR 9,1（e）) 

f) 関連製品を供給する企業、オペレーターまたはトレーダーの名前、住所、および電

子メール アドレス (EUDR 9,1(f)) 

g) 関連製品がデフォレステーション・フリーであるという、十分に確定的かつ検証 

可能な情報 (EUDR 9,1(g)) 

h) 関連製品が、生産の目的でそれぞれの土地を使用する権利を与える取り決めを含み、

生産国の関連法令に従って生産されたという十分に確定的かつ検証可能な情報 

   (EUDR 9,1(h)) 

 

5.1.2 関連製品が PEFC-EUDR として分類されるためには、当該製品をオペレーターまた 

は EU 域外に拠点を置く組織に供給する組織は、PEFC-EUDR 主張とともに 5.1.1 に規定す 

るすべての情報と提供しなければならない。関連製品が森林を直接供給元とする場合は、

EUDR に適応した PEFC 承認の持続可能な森林管理認証の保有者により、有効な 100%  

PEFC 認証主張を付して納品されなければならない。 

注 1：PEFC 承認の EUDR 適応の森林管理認証規格は PEFC ウェブサイトに掲載 
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注 2：PEFC 承認の規格ではその規格固有の主張が使用される場合がある。PEFC 承認規格

固有の主張の一覧は、PEFC ウェブサイト参照 

 

5.1.3  PEFC-EUDR 関連製品として分類されるためには、下流オペレーターまたはトレー 

ダーと定義される組織は、供給業者から以下の情報を取得し、記録を保管しなければならな 

い。 

a) PEFC-EUDR の主張。 

b) 関連製品の供給者である下流オペレーター、またはトレーダーの名称、登録商標、

郵便先住所、電子メールアドレス、および入手可能な場合はウェブサイトアドレ

ス。 

c) 関連製品の供給先である下流オペレーターまたはトレーダーの名称、登録商号ま

たは登録商標、郵便先住所、 

d) 関連製品の供給者が、その関連製品に割り振られた DD ステートメントの参照

番号また申告番号を提供するオペレーターである場合、下流オペレーターまた

はトレーダーはこの情報を記録しなければならない。 

（EUDR 5.3） 

 

5.1.4 下流オペレーターまたはトレーダーと定義される組織は、5.1.3 項で要求される情報 

を保有している場合に限り、関連製品を輸出、EU 市場への出荷あるいは利用可能すること 

ができる。組織は、関連製品が輸出、EU 市場に出荷、または利用可能とされた日から少な 

くとも 5 年間、当該情報を保管し、管轄当局の要請に応じて提供しなければならない。 

（EUDR 5.1 項および 5.4） 

 

5.1.5 要請に応じて、組織は、SGEC 顧客に対し、5.1.1 項に規定される情報、または関連製 

品にリスクがないか、またはリスクが極小であることを確認するために SGEC 顧客が必要 

とするその他の情報を提供しなければならない。組織が要請された情報を保有していない 

場合、この要請は組織の供給者に伝達されなければならない。 

 

5.1.6  非 PEFC-EUDR に分類される関連製品については、オペレーターとして定義される

組織、または欧州連合域外に拠点を置く組織は、5.1.1 項で要求されるすべての情報を入手

しなければならない。5.1.1 項で義務付けられている情報が入手できない場合、不完全であ

る場合、あるいは検証できない場合、当該製品を PEFC-EUDR として分類してはならず、

PEFC 製品グループに含めてはならない。また、情報要件が完全に満たされるまでは、当該

製品を EU 市場に出荷したり、輸出したりしてはならない。 
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5.1.7  オペレーターとして定義される組織は、要請に応じて、5.1.1 項、4.3.1(a)項、および 

4.4.1(a)項に基づいて収集した情報、文書、およびデータを管轄当局に提供しなければなら 

ない。（EUDR 9.2） 

 

 

表 2 : オペレーターとして定義される組織または EU 域外に拠点を置く組織に対する 

SGEC EUDR DDS 原材料カテゴリーに関連する必要情報 

原材料カテゴリー 

情報収集に関する要求事項 
PEFC EUDR 

非 PEFC EUDR  

 

5.1.1 に規定されている情報      X      X 

PEFC-EUDR 主張、または EUDR に適合し

た SGEC SFM 認証取得者による、有効な

「100% SGEC 認証」の主張 

    X  

 

表 3：下流オペレーターまたはトレーダーとして定義される組織における、PEFC EUDR 

DDS 原材料カテゴリーに関連する必要情報 

原材料カテゴリー 

情報収集に関する要求事項 
PEFC EUDR 

非 PEFC EUDR  

 

5.1.3 から 5.1.5 に規定されている情報       X      X 

PEFC EUDR 主張      X  
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6. リスク評価 

6.1 一般的事項 

6.1.1 組織は、第 4 章および第 5 章に従って収集された情報について、その情報源、信頼

性、妥当性、および利用可能な他の文書との関連性を、関連するその他の文書と併せて分

析し、検証しなければならない。当該情報が適切に分析・検証された後、組織は、SGEC 

EUDR DDS が適用される SGEC 製品グループの投入原材料として使用される各対象製品

について、リスク評価を実施しなければならない。ただし、SGEC リサイクル材の定義に

適合する製品は、この限りではない。 

（EUDR 10.1 および 10.2(g)） 

注：EUDR に基づくリスク評価の義務は、組織の役割によって異なる。EUDR において、 

下流オペレーターおよびトレーダーにはリスク評価の実施は義務付けられていない。また、

零細または小規模一次オペレーターについても、非遵守のリスクを示す関連情報を把握し

た場合を除き、第 10 条の要求事項は免除される。しかしながら、SGEC 認証の観点から

は、対象となる製品グループに対して SGEC EUDR DDS を導入するすべての組織に、6.1.1

項が適用される。EUDR 上は義務付けられていない場合であっても、このリスク評価は、

投入原材料の分類、ならびに PEFC-EUDR 主張の発行および伝達を裏付けるための、SGEC

認証における追加的な要求事項となる。なお、これにより EUDR に基づく組織の法的義務

が変更されることはない。 

 

6.1.2 リスク評価では、EU 市場に出荷される、または EU 市場から輸出される予定の関連

製品が、問題のある出処（SGEC 規準文書 4:2021 の定義 3.7）に由来するリスクがあるか、

または EUDR 不適合製品（本規格の定義 3.24）であるかどうかを判断しなければならな

い。(EUDR 10.1） 

 

6.1.3 リスク評価では、EU 市場に投入される、または EU 市場から輸出される予定の関連

製品が、問題のある出処（SGEC 規準文書 4 の定義 3.7）に由来するリスクがあるか、また

は不適合製品（SGEC 規準文書 4-1 の定義 3.24）であるかどうかを判断しなければならな

い。(EUDR 10.1） 

 

6.1.4 組織のリスク評価は、以下のリスクの評価を含め実施されなければならない。 

a) 関連製品が、2020 年 12 月 31 日以降に森林減少または森林劣化を発生した活動

に由来するリスク （本規格 6.2） 

b) 関連製品が 生産国の関連法令を遵守せず生産されたリスク（本規格 6.3） 

c) 関連製品が森林の木材または非木質林産品の生産能力及び森林の各種サービスの持
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続可能性を維持できない活動、長期的に持続可能な水準を超える収穫活動、また

は遺伝子組換え樹木が使用される活動に由来するリスク。（6.4）。 

注: (c)は、EUDR の対象外である PEFC ST 2002 の 3.7「問題のある出処」の定義の要素

(b)及び(i)に対応する。PEFC-EUDR 主張を付した原材料が、問題のある出処に関する

PEFC の要求事項を完全に満たすことを確実にするため、SGEC EUDR DDS を実施する

組織は、EUDR の範囲を超える SGEC の「問題のある出処」の定義の要素にも対処する必

要がある。 

 d) EUDR 若しくは本規格の適用される要求事項が回避されるリスク、または関連製

品がサプライチェーン段階で問題のある出処に由来する原材料若しくは不適合製

品と混合されるリスク（本規格 6.5） 

 

6.1.5 組織のリスク評価の結果、投入原材料として使用される関連製品は、以下のリスク 

カテゴリーに分類されなければならない。 

a) リスクなしまたは極小リスク、または 

b) 重大なリスク 

 

6.1.6 組織は、関連製品をリスクなしまたは極小リスクとして分類する前に、根拠のある 

懸念及および/あるいは EUDR 根拠のある懸念がないこと、あるいはこれらの懸念が解消 

されていることを確認しなければならない。(EUDR 10、2(l)に基づく) 

 

6.1.7 組織が、関連製品について 6.2、6.3、6.4、および 6.5 に記載されているリスク評価

の項目の 1 つ、または複数について、リスクなし、あるいは極小リスクではないと確認した

場合、本規格の第 8 章に従って確認されたリスクを重大リスクとして管理しなければなら

ない。(EUDR 11, 1 に基づく ) 

 

6.1.8 下流オペレーターまたはトレーダーと定義される組織は、供給者がオペレーターであ

り、その供給者が DD ステートメントの参照番号または申告識別番号を提供する義務を履

行していないと認識した場合、当該関連製品を EU 市場に出荷し、または利用可能にするこ

とを避けなければならない。（EUDR 3(c) 

 

6.1.9 リスク評価を実施する際、組織は以下を考慮に入れなければならない 

a) リスク評価を実施する際には、欧州委員会の専門家グループ登録簿に公表されてい

る EUDR の実施を支援する欧州委員会の専門家グループの会議の結論を考慮する。 

(EUDR 10.2(k)) 

b) 出典、信頼性、有効性、4.3 及び 5.1.2 で言及されている他の利用可能な文書へのリ
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ンク、および関連製品が EUDR に準拠していないリスクを示す情報 

(EUDR 10.2(g)) 

 

6.1.10 組織は、収集した情報及び証拠を含め、リスク評価プロセスの記録を文書化し、保 

持しなければならない。また、情報及び証拠を 6.2〜6.5 のリスク評価基準に照らしてどの 

ように評価し、リスク水準をどのように決定したかを実証できなければならない。（EUDR  

10.1 及び 10.4 に基づく） 

 

6.1.11 リスク評価は文書化し、少なくとも毎年見直し、必要に応じて改訂しなければなら 

ない。また、4.3 及び第 5 章に列挙する情報に変更が生じた場合、または組織が SGEC  

EUDR DDS に影響を及ぼし得る新たな動向を認識した場合にも、見直し、必要に応じて 

改訂しなければならない。（EUDR 10.4、12.1 及び 12.2） 

 

6.2  関連製品が、2020 年 12 月 31 日以降に森林減少および森林劣化が発生した活動に 

由来しているリスクの評価 

 

6.2.1 組織は、以下の表 4 の指標のいずれかが該当する場合、2020 年 12 月 31 日以降

に森林減少および森林劣化が発生した活動に起因するリスクなし、あるいは極小リスクと

して関連製品を分類することができる。(EUDR 10, 2 に基づく) 

 

表 4:  関連製品が 2020 年 12 月 31 日以降に森林減少および森林劣化が発生した地域か

ら生産されたリスクに関するリスクなし、あるいは極小リスクの指標のリスト 

i.    認証範囲に SGEC EUDR DDS を含む有効な SGEC-COC 認証書を保持し、SGEC 

EUDR を実施している供給者によって、「PEFC-EUDR 主張」および本規格の第 5 

章に基づく追加情報とともに納入された関連製品 

例: PEFC-EUDR X% PEFC 認証    

ii.   森林減少や森林劣化が蔓延しておらず、欧州委員会が国別リスクとして低リスクと

分類した国、またはその一部で生産された関連製品 (EUDR 13, 1) 

iii.  すでに EUDR 適応している SGEC SFM 認証書保持者から、有効な 100% PEFC

認証の主張または 100%SGEC 認証の主張とともに供給された関連製品 

注：EUDR 適応の PEFC FM システムについは、PEFC ウェブサイト参照 

iv.  PEFC 承認規格以外の EUDR に対応した森林認証制度に基づき完全な認証を受けて

いる旨の主張を付して納入された関連製品。当該主張は第三者認証機関が発行した

有効な認証書によって裏付けられている。組織は、当該森林認証制度が EUDR に
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対応しており、かつ EUDR と整合していることを確認し、評価し、実証しなけれ

ばならない。 

注：組織への供給者がオペレーターである場合、納品情報には、参照番号または申告

番号を含める必要がある。 

v.   組織が以下を行っている関連製品: 

a)関連製品が生産される土地区画の地理的位置情報、および収穫の日付または収

穫期間の把握 

b)関連製品が 2020 年 12 月 31 日以降に森林減少と森林劣化が発生した地域に

由来しない 

ことの情報確認 

c)証拠の記録 

 

 

6.3  関連製品が、生産国の関連法令に準拠していない活動に由来するリスクの評価 

6.3.1 組織は、表 5 の指標のいずれかが該当する場合、関連製品を、生産国の関連法令に

準拠していない活動に由来するリスクをリスクなし及び/あるいは極小リスクと分類

することができる。(EUDR 10,2 に基づく) 

 

表 ５: 生産国の関連法令に準拠していないリスクがリスクなし、あるいは極小の指標 

ⅰ. SGEC EUDR DDS を含む SGEC-COC 認証書を保持し、SGEC EUDR DDS を実施

している供給者によって、「PEFC-EUDR 主張」および本規格の第 5 章に基づく追加

情報とともに納入された関連製品 

例: PEFC EUDR X% PEFC 認証 

ii  すでに EUDR に適応している SGEC SFM 認証取得者から、有効な「100% PEFC 認

証」の主張（クレーム）、または「100% SGEC 認証」の主張を伴って納品された関

連製品 

注：EUDR に適応する PEFC 承認規格は、順次 PEFC のウェブサイトで公表される。 

iii  規則(EC) No 2173/2005 の適用範囲に含まれ、運用ライセンススキームの有効な

FLEGT ライセンスの対象となっている関連製品。したがって、EUDR 第 3 条(b)に

適合するとみなされなければならない。（EUDR 10.3） 

iv  PEFC 承認規格以外の EUDR に対応した森林認証制度に基づき完全な認証を受けて

いる旨の主張を付して納入され、当該主張が第三者認証機関が発行した有効な証明

書によって裏付けられている関連製品。組織は、当該森林認証制度が EUDR に対応

しており、かつ EUDR に適合していることを確認し、評価し、実証しなければなら

ない。 



 

36 

SGEC 規準文書 4-1: 2026 

注：組織への供給者がオペレーターである場合、納品情報には、参照番号または申告番号

を含める必要 

がある。 

 

6.3.2 表 6 の指標がいずれも該当しない場合、表５のすべての指標が当てはまれば、組織は

間連製品を、生産国の関連法令に準拠していない活動に由来することについてリスクなしま

たは極小リスクとして分類することができる (EUDR 10, 2 に基づく) 

 

表 6: 生産国の関連法令を準拠していないことについてのリスクなし、あるいは極小リスクの補足

指標 

i.  関連製品およびその生産国（またはその一部）に以下のことが存在しないことを確

認する、文書化された分析および検証。 

a) 以下の事象の蔓延： 

i. 汚職 

ii. 文書およびデータの偽造 

（EUDR 10.2(h)） 

b) 関連製品に含まれる樹種について、その生産国または地域において、「問題のある

出処」（SGEC 規準文書４の 3.7(a)または(b)）に該当する活動、あるいは EUDR

を遵守していない活動が蔓延している 

注：5.1.1(a)に基づき申告された樹種の信頼性は、評価を行う上で重要な要素とな

る。8.1.2(c)および 8.3.2 を参照 

c) 以下の欠如： 

i. 法執行 

ii. 環境保護 

iii. 森林管理や生物多様性の保全など、伐採に直接関連する森林関連の規則。また

は、森林ガバナンスおよび法執行の水準が低いこと。 

（EUDR 2.40(b)および(c)、ならびに 10.2(h)） 

d) 以下の侵害： 

i. 土地利用権 

ii. 第三者の権利 

iii. 労働権 

注：組織は、「労働における基本的原則および権利に関する ILO 宣言」に規定

されているような、国際的に認められた労働権に関する義務を考慮すること

ができる 

iv. 国際的な人権 
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（EUDR 2.40(f)および 10.2(h)） 

e) 以下のいずれかが存在： 

i. 武力紛争、または紛争木材の取引 

ii. 国連安全保障理事会または欧州連合（EU）理事会による制裁措置 

iii. 税務、腐敗防止、貿易、および関税に関する規制への違反 

（EUDR 10.2(h)、2.40(h)；PEFC ST 2002, 3.7(h)） 

ii. 先住民族が存在しない生産国に由来する関連製品。もし生産国またはその一部に先住

民族が存在する場合以下を適用しなければならない: 

a) 生産国またはその一部に住む先住民族との誠意を持った協議、協力 

b) 関連産品を生産する目的で利用される地域の利用または所有権に関する客観

的かつ検証可能な情報に基づいた、先住民族による正当に理由のある要請がな

い 

c) 先住民の権利に関する国際連合宣言の規定を含み、自由な、事前の、かつ、情

報に基づく同意（FPIC）の原則の順守 

注：c)は、生産地域の法的地位に関して生産国で適用される関連法の文脈で理解され

るものとする。（EUDR 10.2(c), (d), (e)） 

 

6.4  関連製品が森林の木材または非木質林産品の生産能力及び森林の各種サービスの持 

続可能性を維持できない活動に由来するリスク、または、長期的に持続可能な水準を超 

える収穫に由来するリスク、あるいは、遺伝子組換え樹木が利用されるリスクの評価 

 

6.4.1 組織は、有効な SGEC-COC 認証書を保有する供給者から SGEC-COC 主張とともに

納入される関連製品については、森林の木材または非木質林産品の生産能力及び森林の各

種サービスの持続可能性を維持できない活動に由来する、または、長期的に持続可能な水

準を超える収穫に由来する、あるいは、遺伝子組換え樹木が利用されるリスクをリスクな

し、または極小リスクに分類できる 

 

6.4.2 組織は、有効な SGEC-COC 主張を付して納入されない関連製品については、表 7 の

全ての指標が適用される場合、その関連製品を、森林の木材または非木質林産品の生産能

力及び森林の各種サービスの持続可能性を維持できない活動に由来する、または、長期的

に持続可能な水準を超える収穫に由来する、あるいは、遺伝子組換え樹木が利用されるリ

スクをリスクなし、または極小リスクに分類できる 

 

表 7：関連製品が森林の木材または非木質林産品の生産能力及び森林の各種サービスの持 

 続可能性を維持できない活動に由来するリスク、または、長期的に持続可能な水準 
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 を超える収穫、あるいは遺伝子組み換え樹木が利用されるリスクが、リスクなし、 

 あるいは極小レベルとなる指標 

i) 関連製品が、森林の木材・非木質林産物及びサービスを持続的に生産する能力が維持

され、かつ収穫水準が長期的に持続可能な水準を超えない活動に由来する。 

例 ：これを確認できるデータソース： FAO 森林資源評価、STIX、UNECE、欧州環

境機関、または Forest Trends 

ii) 一般に入手可能なデータにより、遺伝子組換えの森林・樹木関連生物が当該国または

地域で生産されておらず、かつ市場に出荷されていない。 

注：これらの指標は、SGEC 規準文書４ の 3.7「問題のある出処の定義」の要素 b と i に

相当する 

 

6.5  EUDR 若しくは本規格の適用される要求事項が回避されるリスク、またはサプライチ

ェーン段階で関連製品が混合されるリスクの評価 

 

6.5.1  組織は、表８に示す指標のいずれにも該当しないことを評価し、文書化している場 

合、関連製品について、以下のリスクがなし、あるいは極小リスクであると分類することが 

できる。 

a) EUDR または本規格の要求事項の適用を回避するリスク 

b) サプライチェーンの段階で、出処不明の関連製品、問題のある出処からの製品、また

は不適合製品と混在するリスク 

（EUDR 10.2(j)および SGEC 規準文書 4 基づく） 

 

表 8： サプライチェーン段階での重大なリスクの指標のリスト 

i)  関連するサプライチェーンが複雑であるため、必要な情報の入手や検証、サプライ

チェーンの全段階の特定、あるいは関連製品の出処やその生産が行われた土地の特定

が困難 

（EUDR 10.2(i)、欧州委員会ガイダンス 2026、第 5 節） 

 ii)  輸送、保管、加工、その他のサプライチェーン上の業務において、関連製品が、出処

不明の製品、問題のある出処に由来する原材料、または基準に適合しない製品との

混合を防ぐための管理措置が存在しない、あるいは不十分 

（EUDR 10.2(j)；EUDR FAQ 1.3–1.5 および 1.17–1.18 に基づく） 

iii)  関連製品の加工段階において、特に、関連製品が生産された土地区画との関連づけ

が困難 

（EUDR 10.2(i)） 
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iv)  関連サプライチェーン上の組織が、問題のある出処に関する SGEC 定義(SGEC 規準

文書４ 3.7a)の違法な出処に関する要求事項、あるいは EUDR または関連法令に準拠

していない履歴あるとの情報 （EUDR 10.2(l)) 

v.  関連製品に関して EUDR が回避されるリスク、または混合のリスクを示すあらゆる

情報または状況。 

（EUDR 10.2(j)及び 10.2(m)） 

 

6.5.2 認証範囲に SGEC EUDR DDS を含む SGEC 認証を取得し、当該関連製品に対して

SGEC EUDR DDS を実施している供給者から、PEFC-EUDR 主張及び第 5 章に規定する

追加情報を付して納入された関連製品、並びにすでに EUDR に適応している SGEC SFM

認証取得者から、有効な 100% PEFC 認証の主張または 100% SGEC 認証の主張を付して

納入された関連製品は、表 9 の指標 i、ii 及び iii についてリスクなしまたは極小リスクで

あることの証明とみなされる。 
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7. 根拠のある懸念 

7.1 組織が、関連製品にリスクがあることを示す、根拠のある懸念、第 6 章に従ってリスク

評価を通じて特定された情報、または EUDR 第 31 条に基づいて提出された EUDR 根拠の

ある懸念を含む関連情報を入手または認識した場合： 

   a) 問題のある出処に由来する、 

b) EUDR に準拠していない、または 

c) EUDR の回避行為に関連している、 

組織は、特定されたリスクに対し、第 6 章および第 8 章に従ってリスク評価を行い、必

要に応じてリスク軽減策を実施しなければならない。 

（EUDR 13.2） 

 

7.2  組織は、根拠のある懸念または EUDR の根拠のある懸念を認識した後、速やかに、 

かつ遅くとも 10 営業日以内に調査を開始しなければならない。 

 

7.3  組織が、関連製品が EUDR に適合していない、または EUDR が回避されているリス

クを示す、根拠のある懸念または EUDR に基づく根拠のある懸念を含む関連情報を入手ま

たは認識した場合、当該組織は直ちに以下の者に対し、当該関連情報を伝達しなければなら

ない。 

a) 組織が当該関連製品を直接供給した SGEC 顧客、 

b) 組織の認証機関、および 

c) PEFC 評議会または SGEC/PEFC ジャパン 

さらに、オペレーターと定義される組織は、直ちに当該関連情報を管轄当局に伝達しなけ

ればならない。（EUDR 13.2 に基づく） 

 

7.4  第 7.1 項で言及する関連情報が問題のある出処に由来する原材料に関するものである

場合、組織は、その認証機関及び PEFC 評議会または SGEC/PEFC ジャパンに通知しなけ

ればならない。 

 

7.5 オペレーター、下流オペレーター、またはトレーダーとして定義される組織が、EU 市

場に出荷または利用可能にした、あるいは輸出した関連製品が、EUDR のある懸念を含む、

関連する新たな情報を入手または認識した場合、直ちに以下の機関に通知しなければなら

ない。 

a) 組織が EU 市場に関連製品を出荷または利用可能した加盟国の管轄当局、 

b) 組織が関連製品を供給した下流オペレーターおよびトレーダー、 
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c) 組織の認証機関、および 

d) PEFC 評議会または SGEC/PEFC ジャパン 

輸出された関連製品の場合、オペレーターまたは下流オペレーターは、生産国である加盟国

の管轄当局に通知しなければならない。（EUDR 4.5、5.5） 

注：輸出の場合、下流オペレーターは、EUDR 第 2 条(24)項に定義される「生産国」の管

轄当局に通知しなければならない。輸出に際して、EUDR 第 2 条(24)項に基づく生産国が

下流オペレーターにとって不明である場合、あるいは当該国に EUDR 上の管轄当局が指定

されておらず連絡が取れない場合には、輸出を行う加盟国の管轄当局に連絡する必要があ

る。（EUDR FAQ、3.6.2） 

 

7.6  非 SME 下流オペレーターまたは非 SME トレーダーとして定義される組織が、関連製

品を EU 市場に出荷し、または利用可能にし、または輸出する前に、当該製品が EUDR に

適合していないことを示す関連情報を入手した場合、または当該情報を認識した場合、直ち

に以下の機関に通知しなければならない。 

a) 関連製品を EU 市場に出荷し、または利用可能にし、または関連製品を輸出する予 

定の加盟国の管轄当局 

b) 組織の認証機関 

c) PEFC 評議会または SGEC/PEFC ジャパン 

（EUDR 5.6）  

 

7.7 第 7.6 項で言及する関連情報が EUDR の根拠のある懸念に該当する場合、組織は、DDS

が実施され、リスクなしか、または極小リスクとの結論に至ったことを検証しなければなら

ない。検証によって、EUDR 不適合のリスクがなしか、または極小リスクであることが確

認されない限り、当該製品を EU 市場に出荷し、EU 市場で利用可能にし、または輸出して

はならない。 

 

表 9：関連製品に対するリスクを示す情報を受け取った際に取るべき措置の概要 

 

リスクを示す情報が

入手された場合 
適用される組織の種類 要求される行動 

根拠のある懸念また

は EUDR の根拠のあ

る懸念に関する情報

規模や役割（オペレーター、

零細または小規模第一次オペ

レーター、下流オペレーター、

直ちに以下の機関に通知 

• 管轄当局（オペレーターのみ） 

• 直接の顧客 
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あ る い は 他 の 情 報

（7.3） 

トレーダー）に関わらず、EU

に拠点を置くすべての組織 

• 認証機関 

• PEFC 評議会または SGEC/PEFC ジャ 

パン 

根拠のある懸念また

は EUDR の根拠のあ

る懸念に関する情報

あ る い は 他 の 情 報

（7.3） 

EU 域外に拠点を置く組織 直ちに以下の機関に通知 

• 直接の顧客 

• 認証機関 

• PEFC 評議会または SGEC/PEFC ジャ

パン 

当該製品が EU 市場

に出荷または利用可

能にされた後、もしく

は輸出された後に受

け取った、根拠のある

懸念または EUDR の

根拠のある懸念また

は情報（7.4） 

規模や役割（オペレーター、

零細または小規模第一次オペ

レーター、下流オペレーター、

トレーダー）に関わらず、EU

に拠点を置くすべての組織 

直ちに以下の機関に通知 

• 当該製品が EU 市場に出荷または 

利用可能にされた加盟国の管轄当 

局 

• 当該製品の供給を受けた下流オペ 

レーターおよびトレーダー 

• 認証機関 

• PEFC 評議会または SGEC/PEFC ジャ

パン  

• 輸出された製品の場合、オペレーター 

または下流オペレーターは、生産国で 

ある加盟国の管轄当局に通知しなけれ 

ばならない。 

当該製品が EU 市場

に出荷または利用可

能にされる前、もしく

は輸出される前に受

け取った、根拠のある

懸念または EUDR の

根拠のある懸念また

は情報（7.4） 

非 SME 下流オペレーター及

び非 SME トレーダー 

直ちに以下の機関に通知： 

• 組織が関連製品を EU 市場に出荷 

または利用可能にしようとする加 

盟国、もしくは当該製品を輸出し 

ようとする加盟国の管轄当局 

• 認証機関 

• PEFC 評議会または SGEC/PEFC ジャ

パン 
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• 関連情報が EUDR の根拠のある懸念に 

該当する場合、組織はデューデリジェ 

ンスを実施し、リスクがないか、また 

は極小であるという結論に至ったこと 

を検証しなければならない。組織は、 

検証の結果、EUDR への不遵守のリス 

クがまったくないか、極小であるであ 

ることが証明されないかぎり関連製品 

を EU 市場に出荷または利用可能して 

はならない。 
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8. リスクの軽減 

8.1 全般的事項 

 

8.1.1 組織は、第 6 章に従って実施されたリスク評価により、関連製品が問題のある出処

に由来するまたは不適合製品である非準拠品であるリスクがない、もしくは極少リスクで

あることが確認された場合を除き、SGEC-COC 方式を実施する前に、リスクをなし、また

は極少リスクを達成するのに十分なリスク軽減手順及び措置を採用しなければならない 

(EUDR 11.1) 

注：SGEC 認証の目的において、第 6 章に基づくリスク評価により重大なリスクが特定さ

れた場合、SGEC EUDR DDS を実施する組織には第 8 章が適用される。これには、EUDR

の範囲を超える事項を扱う第 6.4 節に基づいて評価されたリスクも含まれる。EUDR 上は

リスク低減措置が求められない場合であっても、それを適用することは SGEC 認証におけ

る追加要求事項となり、これにより組織は PEFC-EUDR 主張を行い、伝達することが可能

となる。なお、このことは、EUDR に基づく組織の法的義務を変更するものではない。 

 

8.1.2 手順や措置には、以下のいずれかを含むことができる：  

 a) 追加の情報、データ又は文書の要求（EUDR 11.1(a)） 

 b) 追加の情報、データ又は文書の要求（EUDR 11.1(b)） 

 c) その他第 5 章に規定されている情報の要求事項に関する措置 （EUDR 11.1.(c)） 

注：情報に関する要求事項に関連するその他の措置として、適切な識別手法を用いて、申告

された樹種が対象原材料そのものと一致しているかを確認することなどが挙げられる。 

 

8.1.3 こうした手順や措置には、組織対する供給者の、特に小規模所有者の能力向上や投資

を通じ、EUDR の遵守への支援を含むことができる (出典: EUDR 11.1) 

 

8.1.4 組織は、特定されたリスクを効果的に軽減し管理するために、適切かつリスクに見 

合った方針、管理、および手順を準備しておかなければならない。これらの方針、管理、 

および手順には、以下のものが含まれなければならない； 

a) 非 SME オペレーターとして定義される組織におけるリスク管理の実施、報告、記

録保持、内部統制、コンプライアンス管理のモデル化（マネージメントレベルでのコ

ンプライアンス責任者の任命を含む）（4.2.2 も参照） 

b) 非 SME オペレーターと定義される組織においては、 8.1.4(a)で規定されている

内部方針、統制及び手順をチェックする独立した監査機能  (EUDR 11.2） 
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8.1.5 組織は、リスク軽減の手順と措置に関する決定を文書化し、少なくとも年 1 回見直さ 

なければならない。（EUDR 11.3） 

 

8.1.6 オペレーターと定義される組織は、要求があれば、管轄当局に対しリスク軽減手順及

び措置に関する決定を管轄当局に公開しなければならない。(EUDR 11, 3） 

 

8.1.7 オペレーターと定義される組織は、リスク軽減手順及び措置の決定がどのように行わ

れたかを実証できるようにしなければならない（EUDR 11.3） 

 

8.2 追加情報、データ及び文書の要求  

 

8.2.1 組織は、「重大なリスク」供給品の全ての供給者に以下を要求しなければならない：  

a) 4.3 および 5.1.2 に記載されているすべての詳細情報、およびサプライチェーン全 

  体と供給元の生産地に関する追加データと文書の組織への提供 

b) 組織が、当該供給者、さらにサプライチェーン上の上流の供給者の事業に対する第 

二者または第三者監査を実施できるようにすること。 

  注：これらの手順は、例えば契約上の合意や供給者による書面による自己宣言によって   

確認できる 

 

  8.2.2 提出される情報により、組織の監査の計画と実施が可能とならなければならない 

 

8.3 監査 

 

8.3.1 組織のリスク軽減手順及び措置には、提供され検討された文書のみでは、関連製品 

が問題のある出処に由来するまたは不適合製品であるリスクがない若しくは極小であると 

の十分な確信が得られない場合に、重大リスクを伴う供給品を納入する供給者に対する監 

査を含めなければならない。監査は、組織自身が第二者監査として、または組織に代わっ 

て第三者が実施できる。 

 

8.3.2 組織は、監査を実施する要員が、重大なリスクの供給源のリスクに関連している

EUDR、SGEC EUDR DDS、現地のビジネス、文化的、社会的慣習、適用される条約、 法

規制、ガバナンス、法執行に関する十分な知識と能力を持っていることを証明しなければな

らない。また、特定されたリスクが樹種に関するものである場合には、適切な樹種識別手法

に関する能力を有しているか、あるいはそうした手法を利用できる状態にあることを実証

しなければならない。 
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8.3.3 特定されたリスクが 5.1.1(a)項に基づき申告された樹種の正確性に関連する場合、サ

ンプリングされた供給品の検証には、申告された種と当該原材料そのものとを照合する確

認作業が含まれ得る。 

 

8.4 是正措置 

8.4.1 組織は、特定されたリスクを効果的に管理するための方針、管理、手順の一部とし

て、重大なリスクのある供給品を納入する供給者に対し是正措置を実施するための手順を

定めなければならない。 

 

8.4.2 是正措置の範囲はリスクの大きさと深刻さに基づいて決定され、供給者が適切なリ 

スク軽減措置が実施されたことを実証できるまで、関連製品に関する契約または注文のキ 

ャンセルまたは停止を検討しなければならない。 
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9. デュー・デリジェンス（DD）ステートメント及び簡易申告書の提出と公表 

9.1 DD ステートメントの提出及び簡易申告書の提出   

 

9.1.1 零細または小規模第一次オペレーター以外のオペレーターと定義される組織は、関 

連製品を EU 市場に出荷しまたは輸出する前に、EU 情報システムを通じて、当該関連製 

品を出荷しまたは輸出する加盟国の管轄当局に、当該関連製品を対象とする DD ステート 

メントを提出しなければならない。（EUDR 4.2） 

 

9.1.2 零細または小規模第一次オペレーターと定義される組織は、関連製品を EU 市場に出 

荷する前、または EU 市場から輸出する前に、EU 情報システムを通じて一回限りの簡易申 

告書を提出しなければならない。この簡易申告書には、本規格の付属書 2 に記載されてい 

る EUDR 附属書 III に記載されている情報を含めなければならない。EU 情報システム以外 

の EU 法または加盟国法に基づいて設立されたシステムまたはデータベースに EUDR 附属 

書 III に記載されているすべての情報が登録されており、かつ加盟国がオペレーターごとに 

EU 情報システムで当該情報を提供している場合は、一回限りの簡易申告書は不要である 

（EUDR 4.a） 

 

9.1.3 零細または小規模第一次オペレーターと定義される組織は、提供した情報に重大な変

更があった場合、簡易申告書に記載された情報を更新することができる。 

（EUDR 4.a.3） 

 

9.1.4 零細または小規模第一次オペレーターと定義される組織は、一回限りの簡易申告書の 

提出後、EU 情報システムにおいて申告番号が割り当てられるまで、または EU 法もしくは 

加盟国法に基づいて設立されたシステムもしくはデータベースを通じて必要な情報が入手 

可能になるまで、関連製品を EU 市場に出荷したり、輸出したりしてはならない。 

（EUDR 4a.2 および 4a.4） 

 

9.1.5 零細または小規模第一次オペレーター以外のオペレーターとして定義される組織は、 

SGEC の顧客に対し、関連製品に関連する DD ステートメントの参照番号を提示しなけれ 

ばならない。零細または小規模第一次オペレーターとして定義される組織は、SGEC 顧客 

に対し、関連製品に関連する簡易申告番号を提示しなければならない。（EUDR 4.7） 

注：ある企業が製品を市場に出荷し、その後その製品を加工して「派生関連製品」とし、そ 

れを再び市場に投入する場合、当該は（上流の）オペレーターとしての役割と、最初の下流 

オペレーターとしての役割の双方を担うことになり得る。この場合、当該派生製品が別の下 



 

48 

SGEC 規準文書 4-1: 2026 

流オペレーターまたはトレーダーに供給されるのであれば、当該企業は、EUDR 第 4 条第 

7 項に基づく参照番号を伝達する必要はない。（EUDR に関する FAQ、3.8） 

 

9.1.6 オペレーターとして定義される組織は、授権代理人に DD ステートメント 

を提出するよう委任することができる。零細または小規模第一次オペレーターとして定義 

される組織は、授権代理人に一回限りの簡易申告書を提出するよう委任すること 

ができる。いずれの場合も、組織は EUDR の遵守に関する責任を負い続けなければならな 

い。（EUDR 6.1） 

 

9.1.7 零細または小規模第一次オペレーター以外のオペレーターと定義される組織は、EU 

情報システムを通じて提出した各 DD ステートメントの記録を、提出日から少なくとも 5 

年間保存しなければならない。（EUDR 4.3） 

 

9.1.8  DD ステートメントには、少なくとも本規格の付属書 1 に規定された情報を含めな 

ければならず、簡易申告書には、少なくとも本規格の付属書 2 に規定された情報を含めな 

ければならない。 

 

9.2 デュー・デリジェンス・システム(DDS)報告書及び公表  

 

9.2.1 非 SME と定義される組織は、EUDR の義務を果たすために講じた手段を含む EUDR  

DDS について、年に一度インターネット等を通じて、可能な限り広く一般に公表しなけれ

ば 

ならない。(EUDR 12. 3） 

 

9.2.2 組織の DDS 報告書には、関連製品に関する以下の情報が含まれなければならない：  

a) 本規格の 4.4.1 及び 5.1.1(a)及び(b)に規定する情報の概要。 

b) 第 6 章に従って実施されたリスク評価の結論、および第 8 章に従って実施され 

たリスク軽減措置、およびリスクを評価するために入手し使用した情報および 

証拠の説明。 

c) 該当する場合、関連産品及び関連製品の生産地域に存在する先住民、地域社会、そ

の他の慣習的権利保有者、又は市民団体との協議プロセスの説明。(EUDR 12.４） 

 

9.2.3 バリューチェーンのデュー・デリジェンスに関する要求事項を定める EU の法令の適 

用範囲にも含まれるオペレーターとして定義される組織は、その欧州連合の法令の枠組み 

の中の報告において、上記の要件 9.2.2 に規定されている必要な情報を含めることで、 
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EUDR DDS の 報告義務を果たすことができる （EUDR 12.3) 

注 1: バリューチェーンのデュー・デリジェンスに関する法令の例としては、企業の持続可 

能性報告に関する規則 (EU) No 537/2014、指令 2004/109/EC、指令 2006/43/EC、指令 

2013/34/EU を改正する 2022 年 12 月 14 日の欧州議会および理事会の指令 (EU)  

2022/2464 がある 

注 2：EU 企業サステナビリティデューデリジェンス指令（CSDDD）や企業サステナビリ

ティ報告指令（CSRD）など、その他の関連する EU 法規に基づく報告義務の一環として、 

9.2.2 項で要求される情報を既に報告している組織は、同じ情報を再度報告する必要はない。 

（EUDR 12.3、FAQ 5、5.14） 

 

9.3 EU 情報システムへの登録 

 

9.3.1 非 SME 下流事業者または非 SME トレーダーとして定義される組織は、関連製品を

EU 市場に出荷または利用可能にする前に、あるいは輸出する前に、EU 情報システムに登

録しなければならない。（EUDR 5.2） 

注：オペレーターおよび零細及び小規模第一次オペレーターは、それぞれ 9.1.1 および 9.1.2

に規定する目的のために EU 情報システムにアクセスする。 
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10. 市場への出荷停止 

10.1 不明な出処及び/または問題のある出処由来の関連製品、または非 EUDR 準拠の関連

製品は、SGEC EUDR DDS が実施される SGEC 製品グループに含まれてはならない。 

 

10.2  非適合の製品を、EU 市場に出荷もしくは利用可能にすること、または輸出すること 

は禁止される。(EUDR 3） 

 

10.3  組織が、SGEC-COC の対象外である関連製品について、それが違法な供給源（SGEC

規準文書４の 3.7 項における「問題のある出処」の定義の(a)項に該当するもの）に由来す

ること、あるいは生産国の関連法令を遵守して生産されたものではないことを把握した場

合、当該関連製品を市場に出荷したり、市場で利用可能にしたり、または輸出を行っては

ならない。 

 

10.4 組織は、SGEC-COC の対象外である関連製品について、違法な供給源（SGEC 規準

文書４の 3.7 項における「問題のある出処」の定義の(a)項に該当するもの）に由来すると

の根拠のある懸念、あるいは EUDR の根拠のある懸念を把握した場合、または関連製品が

生産国の関連法令を遵守して生産されていないとの懸念を把握した場合には、第 7 章に従

ってその懸念が解消されるまで、当該関連製品を市場に出荷したり、市場で利用可能にし

たり、あるいは輸出を行ってはならない。 
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付属書 1 EUDR 附属書Ⅱに基づくデュー・デリジェンス(DD)ステートメントの

内容 

 

EUDR 第 4 条(2)に基づき DD ステートメントに記載される情報： 

 1. オペレーターの名称、住所、関連産品及び関連製品が EU 市場に出荷または EU 市場か 

 ら輸出する場合は、規則(EU)No 952/2013 の第 9 条に従った経済事業者登録識別 

 (EORI)番号。 

 

２．オペレーターが市場に出荷しまたは輸出しようとする関連製品の HS コード、商品名 

及び該当する場合は完全な学名を含む自由記述による説明、並びに数量。EU 市場に 

出荷するまたは EU 市場から輸出する関連製品については、数量は正味質量のキログ 

ラム及び、該当する場合は、表示された HS コードに対応する規則(EEC) No 2658/87 

附属書 I に定める補足単位で表すまたは。その他のすべての場合は、推定百分率また 

は偏差を明記した正味質量、または該当する場合は体積若しくは個数で表す。補足単 

位は、DD ステートメントで参照する HS コードのすべての該当し得る小見出しにつ 

いて一貫して定義されている場合に適用される。 

 

3．生産国及び関連産品が生産されたすべての土地区画の地理的位置情報。または関連製 

品が、異なる土地区画で生産された関連産品を含み、またはそれらを用いて製造され 

た場合、第 9 条(1)(d)に従い、すべての土地区画の地理的位置情報を含めなければな 

らない。 

 

4．本文：「この DD ステートメントを提出することにより、オペレーターは、規則

(EU2023/1115 に基づくデュー・デリジェンスを実施し、関連製品が同規則の第 3 条

(a)項または(b)項に適合しないリスクがない、または極小リスクであることを確認す

る。」 

 

5. 以下の書式による署名：  

～のために代表して署名する：  

日付：  

氏名と職責 署名 
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付属書 2（規範的） 

規則(EU) 2025/2650 による改正後の規則(EU) 2023/1115 の附属書 III に基づ

く、零細または小規模第一次オペレーターの簡易申告書の内容 

 

EUDR 第 4a 条(3)に従い、零細または小規模第一次オペレーターの一回限りの簡易申告書

には、以下の情報を含めなければならない。 

 

1.  零細または小規模第一次オペレーターの名称、住所、および関連産品および関連製品が

EU 市場に出入りする場合、規則(EU) No 952/2013 第 9 条に従った経済事業者登録番号

（EORI 番号）。 

 

2. 関連製品の HS コード及び商品名を含む自由記述による説明、並びに市場に出荷しまた

は輸出する予定の関連製品について一回限りの申告で示す年間推定数量。数量は、推定百分

率または偏差を明記した正味質量、または該当する場合は体積若しくは個数で表す。EU 市

場に出荷される、または EU 市場から輸出される関連製品については、推定数量は正味質量

のキログラム及び、該当する場合は、表示された HS コードに対応する規則(EEC) No 

2658/87 附属書 I に定める補足単位で表す。その他のすべての場合は、推定百分率または偏

差を明記した正味質量、または該当する場合は体積若しくは個数で表す。補足単位は、簡易

申告書で参照する HS コードのすべての該当し得る小見出しについて一貫して定義されて

いる場合に適用される。 

注：本付属書は EUDR から転載したものであり、EUDR の原文では「簡易申告書」ではな

く「DD ステートメント」ととされているが、本付属書では、「簡易申告書」に修正してい

る 

 

3. 生産国および零細または小規模第一次オペレーターが関連商品を生産する全ての土地の

地理的位置情報、または全ての土地の郵便先住所。関連製品が異なる土地で生産されている

場合は、第 9 条第 1 項(d)に従い、全ての土地の郵便先住所または地理的位置情報を記載し

なければならない。 

 

本文：「本宣言により、零細または小規模第一次オペレーターは、EU 市場に出荷または輸

出する関連製品について、規則(EU) 2023/1115 に従って適切な注意義務を尽くし、当該関

連製品が同規則第 3 条(a)または(b)に適合しないリスクが全くないか、または極小である場

合にのみ、EU 市場に出荷または輸出することを確認する。」 
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付属書 3（参考情報）：EU 域外に拠点を置く SGEC COC 認証組織が、SGEC 

EUDR DDS 規格を実施する際の責任の概要 

 

表 11：EU 域外に拠点を置く組織に適用される要求事項の概要 

SGEC 規準文書 4-1 の章 適用条項 EU 域外に拠点を置く組織に適用される要

求事項 

4.1 一般的事項 部 分 的 に 適

用 

・4.1.1～4.1.4：SGEC EUDR DDS を実施

する。製品グループを定義する。関連する

すべての原材料が DDS のプロセスを経る

ことを確実にする。情報収集、リスク評価、

およびリスク低減措置を実施する。 

 

・4.1.5(a)および(e)：根拠のある懸念に対処

し、第 10 章の管理措置を適用する。 

 

・4.1.6～4.1.7：顧客に情報を提供し、DDS

を見直し・改定する。 

 

・4.1.9～4.1.12：認証機関による事前通知な

しの審査に協力する。PEFC のモニタリン

グに協力する。 

・4.1.9～4.1.12：認証機関による事前通知な

しの審査に協力する。PEFC のモニタリン

グに協力する。 

・PEFC データベースに情報を登録する。 

・制裁措置や法的調査を受けた場合、認証 

機関に通知する。 

4.2 マネージメント・システ

ムに関する追加要求事項 

部 分 的 に 適

用 

・4.2.1: SGEC EUDR DDS に関する文書化

された手順を維持すること 

 

・4.2.3: SGEC EUDR DDS に関連するすべ

ての文書を少なくとも 5 年間保管すること 

4.3 投入原材料の確認 条 全 体 の 適

用 

4.3.1～4.3.3：数量、PEFC-EUDR 主張、お

よび追加の DDS 情報を入手する。供給者

の認証書および製品範囲を確認する。関連
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するすべての投入原材料について、SGEC

規準文書に基づくカテゴリーに加え、それ

らが「PEFC-EUDR」に該当するか「非

PEFC-EUDR」に該当するかを分類する。 

4.4 生産品の宣言 部 分 的 に 適

用 

4.4.1(a)、(b)および(d)：数量、PEFC-EUDR

主張及び適用される SGEC-COC 主張、な

らびに SGEC 顧客が必要とするその他の情

報 

5. 情報の収集 - 

一般的事項 

部 分 的 に 適

用 

・5.1.1：原産地、製品、地理的位置、収穫、

供給者／顧客、デフォレストレーション・

フリーの状況、および合法性に関する情報

を収集し、保持すること。 

 

・5.1.2：5.1.1 に規定された情報を、PEFC-

EUDR 主張を付して SGEC の顧客に提供す

ること。 

 

・5.1.6：PEFC-EUDR 対象外の原材料につ

いて、5.1.1 で求められる情報を入手するこ

と。必須情報が入手できない場合、不完全

である場合、または検証できない場合は、

当該原材料を「PEFC-EUDR」として分類し

てはならず、また、関連する SGEC 製品グ

ループに含めてはならない。 

6. リスク評価 

一般的事項 

部 分 的 に 適

用 

6.1.1～6.1.7 および 6.1.9～6.1.11：リサイ

クル材以外の関連するすべての原材料を評

価する。PEFC が定める 4 つのリスク領域

を網羅する。リスクを「リスクなしまたは

極小リスク」と「重大なリスク」の 2 区分

に分類する。懸念事項を解決する。重大な

リスクを低減する。評価内容を文書化し、

見直しを行う。 

7. 根拠のある懸念 部 分 的 に 適

用 

7.1～7.2 および 7.3 (a)、(b)、(c)：問題の

ある出処に関する情報源、不適合、または

（規定の）回避を示唆する情報について評

価および軽減措置を講じること。10 営業日
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以内に調査を開始すること。また、直接の

顧客、認証機関、および PEFC 評議会（ま

たは SGEC/PEFC ジャパン）に直ちに通知

すること。 

8.1 リスク軽減  

一般的事項 

部 分 的 に 適

用 

8.1.1～8.1.5：COC 方式を適用する前に、

適切かつ均衡の取れた軽減策を講じるこ

と。リスク管理上の統制を維持すること。

また、軽減策に関する決定事項を文書化し、

少なくとも年 1 回見直すこと。 

8.2～8.4 リスク軽減に関す

る情報、監査、および是正措

置 

条 全 体 を 適

用 

8.2（情報）、8.3（監査）および 8.4（是正措

置）におけるすべての要求事項が適用され

る。 

9. DDS および 

簡易申告書の提出と公表 

適用しない この表の対象となる組織には、いかなる要

求事項も適用されない。 

10. 市場への出荷禁止 条 全 体 を 適

用 

10.1～10.4：出処不明なもの、問題のある出

処、および不適合製品を除外すること。不

適合製品が市場に出荷されるのを防ぐこ

と。また、根拠のある懸念が解消されてい

ない製品については、取り扱いを停止する

こと。 

付属書１ 適用しない この表の対象となる組織には、いかなる要

求事項も適用されない。 

付属書２ 適用しない この表の対象となる組織には、いかなる要

求事項も適用されない。 
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